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金融商品取引業者等向けの総合的な監督指針 新旧対照表(案) 

改正案 現行 

Ⅳ．監督上の評価項目と諸手続（第一種金融商品取引業） 

Ⅳ－４ 諸手続（第一種金融商品取引業） 

Ⅳ－４－２ 承認及び届出等 

Ⅳ－４－２－１ 私設取引システムを運営する業務の認可及び登録 

（略） 

①・② （略） 

③ 当該業務の認可に際しては、次に掲げる条件を付すものと

する。 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ．取引量に係る数量基準 

（略） 

 

Ⅳ．監督上の評価項目と諸手続（第一種金融商品取引業） 

Ⅳ－４ 諸手続（第一種金融商品取引業） 

Ⅳ－４－２ 承認及び届出等 

Ⅳ－４－２－１ 私設取引システムを運営する業務の認可及び登録 

（略） 

①・② （略） 

③ 当該業務の認可に際しては、次に掲げる条件を付すものと

する。 

イ．価格情報等の外部公表（当該業務において株券等（金融

商品取引業協会等に関する内閣府令第 14 条各号に規定す

る有価証券をいう。）を対象とする場合に限る。） 

「当該私設取引システムの最良気配・取引価格等を他の私

設取引システムと比較可能な形で、リアルタイムで外部か

ら自由にアクセスすることが可能な方法により公表するこ

と。 

ただし、他の私設取引システムと比較可能な形での公表

形態が整うまでの間は、外部から自由にアクセスすること

が可能な方法により公表すること。」 

 

ロ．取引量に係る数量基準 

（略） 
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改正案 現行 

ロ．取引量に係る報告 

ａ．競売買の方法（競売買以外の方法を併用する場合も含

む。）により価格決定を行う私設取引システムの場合、 

「金融商品取引業者は、金商法施行令第１条の 10第１号

及び第２号に定める比率等について、毎月末現在の状況

を翌月 20日までに、当該金融商品取引業者を所管する金

融庁長官又は財務局長宛てに報告すること。」 

（注）金商法施行令第１条の 10第１号及び第２号に規定

する私設取引システムに係る「総取引高」について

は、上記「イ．取引量に係る数量基準」ただし書に基

づき算定した数値についても報告を求めることとす

る。 

ｂ．競売買以外の方法又は競売買の方法と競売買以外の方

法を併用して価格決定を行う私設取引システムの場合、 

「金融商品取引業者は、上記イａ１及び２に定める比率

等について、毎月末現在の状況を翌月 20日までに、当該

金融商品取引業者を所管する金融庁長官又は財務局長宛

てに報告すること。」 

 

ハ． （略） 

 

ハ．取引量に係る報告 

ａ．競売買の方法（競売買以外の方法を併用する場合も含

む。）により価格決定を行う私設取引システムの場合、 

「金融商品取引業者は、金商法施行令第１条の 10第１号

及び第２号に定める比率等について、毎月末現在の状況

を翌月 20日までに、当該金融商品取引業者を所管する金

融庁長官又は財務局長宛てに報告すること。」 

（注）金商法施行令第１条の 10第１号及び第２号に規定

する私設取引システムに係る「総取引高」について

は、上記「ロ．取引量に係る数量基準」ただし書に基

づき算定した数値についても報告を求めることとす

る。 

ｂ．競売買以外の方法又は競売買の方法と競売買以外の方

法を併用して価格決定を行う私設取引システムの場合、 

「金融商品取引業者は、上記ロａ１及び２に定める比率

等について、毎月末現在の状況を翌月 20日までに、当該

金融商品取引業者を所管する金融庁長官又は財務局長宛

てに報告すること。」 

 

ニ． （略） 

 

 


